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本稿では，日米におけるタックス・リサーチの手法を体系的に検討する
にあたり，その方向性とともに，構成の概要を試論的に示すことを目的と
している。タックス・リサーチ（Tax Research）は，法律文献の調べ方を
対象とするリーガル・リサーチ（Legal Research）の中で，租税法に関す
る文献の調査手法を明らかにする専門分野と位置づけたい。租税法は各種
の税目を対象にされているため，その範囲は広く，膨大な文献を含んでい
る。タックス・リサーチを取り上げるにあたっては，租税法一般を網羅す
る調査手法を明らかにするアプローチと，特定の租税法に重点を置いて検
討するアプローチとが考えられる。本稿では，後者のアプローチによって
おり，日米の法人税法に関する調査手法を中心に，他の税目の調査にも共
通する課題についても言及するよう心がけた。
筆者は,『財務会計・法人税法論文の書き方・考え方―論文作法と文献
調査―』(同文舘出版，2004）において，財務会計及び法人税法に関する
文献調査の基礎的問題を紹介した。同書で取り上げた「日米の法人税法に
関する調査手法」をより詳細かつ具体的に論じるということが筆者の今後
の研究課題であり，研究の開始にあたって，その進め方につき一応の取り
まとめを示すことが，本稿の意図するところである。
本稿では，筆者が今後に検討を予定しているタックス・リサーチの主要
項目とその進め方を試論的にまとめることを意図している。すなわち，日
本の法人税法とアメリカ連邦法人税に関する内国歳入法を対象にして，法
令，判例，議会資料等の税法文献に関する調査手法につき，どのような事
項を，いかなる方法で検討すべきかの糸口を，模索したものである。あわ
せて，関連して論及する必要のある税法解釈の基礎的事項の指摘を行って
いる。
タックス・リサーチは，税法文献の調査手法を中心としている。しかし，
税法文献は，それを用いて税法解釈を行うものである以上，タックス・リ
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サーチの検討には，税法解釈の基礎的な知識を必要としている。タックス
・リサーチの調査手法の検討には，税法文献の全体的解説，法令解釈の基
礎概念および法令慣用語等の解明とともに，具体的理解を進めるための例
示－条文及び判例等を用いた具体例－が重要と考える。さらに，税法文献
については，急速な情報化の進展に伴い重要性を増している税法データベ
ースの活用が重視される必要がある。
主要文献の検索を，具体的な重要事項の調査に関連付けて解説し，さら
に，税法上の特定項目に関するケース・スタディの検討にあたり，タック
ス・リサーチ研究と連動させることも有用と考える。例えば，アメリカの
連結納税に関する重要な租税判例の意味内容を解釈し，研究論文にまとめ
るにあたり，並行して，連邦判例集等の典拠となる租税文献の調査手法を
紹介することも，ケース・スタディとタックス・リサーチの両者の具体的
理解を高めるものといえよう。要するに，法人税法に関する重要課題の研
究にはタックス・リサーチの調査手法が不可欠であるとともに，タックス
・リサーチの調査手法が重要な課題研究を進めることによって高度化され
る側面を持っている。この意味では，両者は相互に関連しているといえよ
う。
以上の問題意識を反映させて，タックス・リサーチに関して検討を必要
とする課題につき，若干の考察を行いたい。
１ タックス・リサーチに関する当面の検討課題
筆者は，1978年（昭和53年）にまとめた『連結納税申告書論』(中央経
済社）の研究に際し，タックス・リサーチの重要性を痛感した。その後，
アメリカのタックス・リサーチに関する若干の論文・資料等を作成してい
る。次の拙著の中でも，アメリカ連邦法人税を研究するために必要な税法
文献調査について，概略的な検討を行っている。
「タックス・リサーチ―連邦法人所得税に関する法令および判例の調査
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方法―」『アメリカ税務会計論―連邦・州法人税の計算体系の解明―』(中
央経済社 1989）第14章
「アメリカ連結納税申告書制度研究のためのタックス・リサーチ」『法
人税法における連結納税制度の課題』(桃山学院大学研究叢書16 2002）
第５章
2004年（平成16年）に完成した次の拙著の中では，日本とアメリカにお
けるタックス・リサーチにつき，基礎的な課題を紹介している。
『財務会計・法人税法論文の書き方・考え方―論文作法と文献調査―』
(同文舘出版，2004）
第６章 日本法人税法文献の調べ方
§１ 日本の法人税法
１ 法人税に関する法令等
２ 法人税法の構成
３ 法人税に関するその他の租税法令
４ 法人税に関する法令および通達の例示
§２ 日本の租税判例等
１ 不服審査
２ 訴 訟
§３ 法人税法に関する租税判例の事例
輸出取引の収益計上基準
１ 本事例における争点
２ 租税判例 第一審 地方裁判所
３ 租税判例 第二審 高等裁判所
４ 租税判例 上告審 最高裁判所
５ 判例評釈
第７章 アメリカ連邦法人税に関する税法文献の調べ方
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§１ 内国歳入法における法人税に関する規定の構成
１ 内国歳入法における区分と表示
２ 連邦法人所得税規定の構成
３ 重要条文の例示
§２ 内国歳入法における条文表示
§３ レギュレーションの役割と表記
§４ 連邦裁判所判決
１ 第一審裁判所の選択
２ 連邦租税裁判所と判例集
３ 連邦請求裁判所・連邦地方裁判所と判例集
４ 連邦控訴裁判所と判例集
５ 連邦最高裁判所と判例集
６ ＣＣＨの租税判例出版物
第９章 法律文献の引用・表示方法
法人税法文献に関連して
第１節 アメリカ法律文献の引用・表示方法
アメリカ法人税法文献に関連して
第２節 日本法律文献の引用・表示方法
日本法人税法文献に関連して
タックス・リサーチに関する筆者の今後の課題は，同書において解説し
た日米の法人税法文献調査の概要を，より詳細かつ体系的に考察するとい
うものである。タックス・リサーチの検討は，筆者の場合，アメリカ連邦
法人税を中心に行ってきたが，最近における課題を改めて研究する必要を
感じている。このため，タックス・リサーチに関する２冊の文献を紹介し，
最近の動向を理解したい。さらに，日本の法人税法に関する文献調査手法
については，詳細かつ具体的な解説を加えるとともに，文献調査を行うた
めの法令解釈の基礎知識をまとめることが必要と考えている。
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２ タックス・リサーチの目的
タックス・リサーチの目的は，次のことが指摘できよう。
 研究目的
法人税法を中心とした，租税法令，判例，裁決事例，議会議事録等の立
法資料および租税図書・雑誌論文を参照して，特定のテーマを研究し，論
文にとりまとめ，図書として完成するためには，体系的な調査が不可欠で
ある。日本国内の研究課題に取り組む場合は勿論，法人税法の日米比較を
始めとする，国際比較研究を行う場合は，諸外国のタックス・リサーチが
重要性を増すものといえよう。筆者自身は，日米法人税法の比較研究を行
うにあたって，体系的に研究を進めるためには，タックス・リサーチが重
要な役割を果たすことを実感した次第である。
 教育目的
法人税法をはじめとする税法教育には，税法の構成，基本的な税法文献
の紹介と調べ方の理解が，重要である。学部レベルでの税法，税務会計の
講義においても，基礎的なタックス・リサーチが含められることが望まし
い。大学院レベルでの税法研究，税務会計研究においては，典拠としての
租税法令，判例，裁決事例等の一次資料の利用を重視するとともに，図書
・雑誌論文等の二次資料の活用を，体系的に指導する必要がある。新司法
試験の選択科目に租税法が含まれ，さらに，新公認会計士試験に租税法が
加わる。新司法試験に重要な役割を果たす法科大学院における租税法，新
公認会計士試験と関連の深い会計職大学院では，法人税，所得税を中心に，
租税法研究に関する体系的教育が重要となり，タックス・リサーチへの関
心は高まるものと考える。大学院の規模が拡大し，大学院生が増加してい
る状況では，カリキュラムの中に，基礎科目としてタックス・リサーチを
設け，その後に各種税法研究科目の教育が行われる必要があると考える。
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 実践的課題に対する実務対応目的
企業取引に対する課税条件につき，事後的検討と事前の税務計画（タッ
クス・プランニング）の策定は，企業経営に大きな影響をもたらすもので
ある。終了した取引に対して適法に租税法令を適用し，適切な税法解釈を
行うことにより，適法な課税所得と税額を計算し，最終的に法人税申告書
を作成し，税務当局に対して，申告納税を行う。さらに，企業の意思決定，
経営計画の策定において，税務的要素の検討は，不可欠である。企業が総
合的な意思決定を行うにあたって，事前のタックス・プランニングは，重
要課題である。これらの事後的・事前的な税法調査において，体系的なタ
ックス・リサーチの手法の修得は，企業内部はもとより，税務コンサルテ
ィング業務において，最重要の地位にあるといえよう。この意味では，会
社経理担当者，税理士，税務業務を行う公認会計士，租税法律家（タック
ス・ロイヤー）にとり，タックス・リサーチに関するスキルの向上が求め
られていると考える。
 日米企業集団税制の比較研究目的
で示した研究目的につき，特に重要と考える企業集団税制に関するタ
ックス・リサーチの重要性を強調したい。日本の法人税は，アメリカ連邦
法人税の影響を受けることが多い。特に，最近，日本に導入された企業集
団税制である企業組織再編税制及び連結納税制度は，アメリカのタックス
・フリー・リオーガニゼション及び連結納税申告書制度を参考にして，制
度化が行われた。今後，日本の法人税制で重要性を増すことが予想される，
企業集団税制の理論的・実践的課題の研究調査にあたっては，アメリカ企
業集団税制との比較研究が不可欠といえよう。さらに，日本企業の米国進
出，米国企業の日本進出が増えるにしたがって，日本及びアメリカという
複数の税法の適用に関する課題―例：移転価格税制等―が重要となる。日
米の法人税制研究は，国際税務研究の上からも，必要性の高い課題である。
それだけに，日本とアメリカにおけるタックス・リサーチの検討は，大き
な意義を持つものといえよう。
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３ アメリカにおけるタックス・リサーチの概要
アメリカでは，税法に関する研究及び実務において，タックス・リサー
チは重要な役割を果たしている。その概要を検討することは，日本におけ
るタックス・リサーチのあり方を考える場合に参考になるところが多い。
ここでは，アメリカにおけるタックス・リサーチの状況を知るために，以
下に２冊のタックス・リサーチ文献を紹介したい。
 AICPA, Tax Research Techniques 5
th. ed. rev.
本書は，次に示したように，アメリカ公認会計士協会（American Insti-
tute of Certified Public Accountants, AICPAと略称）から発行されたもの
であり，1976年の初版発行以来，税法に関する調査技法（research skill）
の向上に寄与するものとして，広く利用されている。
Robert L. Gardner, Dave N. Stewart, Ronald G. Worsham, Tax Research Tech-
niques 5th ed rev. (AICPA 2000)
① 特 色
本書の特色について，序文では次のように述べている（Preface p. v)。
本書では，租税問題（tax problems）につき，次の四つのステップに基
づく，系統的な調査方式（systematic approach）を採用している。
１ 事実の重要な役割（critical role of facts)―(筆者注：事実確定，事
実認定の重要性の指摘）
２ 租税問題のわかりにくい（複雑な）性質（elusive nature of tax ques-
tions)―(筆者注：税務上の問題点の決定）
３ 適切な典拠の所在確認と査定〈調査〉(locating and assessing appro-
priate authority）
４ 調査結果の伝達〈コミニケーション〉(communicating the findings）
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1976年に初版が発行されて以後，本書は，実務を行っているタックス
・アドバイザー及び教室における講義に役立つ用具〈有用な文献〉
(helpful tool）となっている。５訂版では，過去数年間にわたる税法改
正を反映させて，例示，図解（illustrations）を更新している。さらに，
新しい第５章では，オン・ライン・リサーチを強調して，コンピュータ
ー支援タックス・リサーチ（computer-assisted tax research）の技術
（technology）の進歩を反映させていることを強調している。
② 目 次
本書の主要目次を示せば，次のとおりである（Contents pp. vii-x)。
１ タックス・リサーチの全体像（Tax Research in Perspective）
２ 事実の重要な役割（The Critical Role of Facts）
３ 租税問題のわかりにくい（複雑な）性質（The Elusive Nature of
Tax Questions）
４ 適切な典拠の確認（Identifying Appropriate Authority）
５ 適切な典拠の所在確認（Locating Appropriate Authority）
６ 典拠の査定（調査）と適用（Assessing and Applying Authority）
７ タックス・リサーチの情報伝達〈コミュニケーション〉(Communi-
cating Tax Research）
８ 「終了したの事実（事後)」ケースにおけるタックス・リサーチ：
例示」(Tax Research in the “Closed-Fact” Case : An Example）
９ タックス・プランニング（税務計画又は租税計画）に関するリサー
チの方法（Research Methodology for Tax Planning）
③ オン・ライン・リサーチの重視
本書は，1976年に，Ray M. Sommerfeld教授及び G. Fred Streuling教授
（University of Texas at Austin）によって初版が発行された。2000年に発
行された５訂版は，Robert L. Gardner 教授，Dave N. Stewart 教授及び
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Ronald g. Worshamフェロー（Brigham Young University）によって発行さ
れたものである。初版と比べて５訂版の特色は，コンピュータ利用による
タックス・リサーチを重視していることである。新しい内容を取り上げた
第５章の構成は次の通りであり，オン・ライン・リサーチの具体的手法を
解説している（Contents p. ix)。
第５章 適切な典拠の所在確認（Locating Appropriate Authority）
ウェブに基づくタックス・リサーチ（Web-Based Tax Research）
ウェブに基づく文献サービス（Web-Based Services）
検索の方策（Search Strategies）
既知の一次典拠の探索（Finding a Known Primary Authority）
典拠所在確認のための目次（内容目録）の使用（Using a Table
of Contents to Locate Authority）
解説情報の所在確認のための索引の使用（Using an Index to
Locate Editorial Information）
キィワード検索の使用（Using a Keyword Search）
税法典拠の正当性の立証（Validating Tax Law Authority）
サイテータ・データベース（Citator Databases）
サイテータ・データベースの検索（Searching Citator Database）
行政上の典拠に関する正当性の立証（Validating Administrative
Authority）
要約（Summary）
そこでは，従来の印刷物に比べ，最近におけるウエッブに基づくタック
ス・リサーチの便宜性と魅力性からして，ウエッブに基づくタックス・リ
サーチ（Web-Based Tax Research）は適切な租税典拠の所在確認の主要な
方式（primary methodology）となろうと述べられている。(本書 p. 117.）
ウエッブに基づく有料租税文献サービス（Web-based tax subscription
services）を次の通り例示している（本書 p. 119.)。
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④ タックス・プランニングの重視
第８章の「事後的タックス・リサーチ（tax research in the “closed-fact”）
に続いて，第９章では「タックス・プランニング対するリサーチの方法
（research methodology for tax planning)」を取り上げているのが，注目さ
れる。タックス・プランニングの事例として，事前の検討が重要な企業組
織再編税制（reorganization）に関するものが取り上げられており，資産
取得（asset acquisition)，株式取得（stock acquisition)，合併（statutory
merger)，三角合併（triangular merger）等が示されている。
本書では，初版より，タックス・リサーチにおけるタックス・プランニ
ングの役割を重視している。初版の共著者である Ray M. Sommerfeldは，
他の文献のまえがきで，シリーズ編集者として，次のように述べている
(１)
。
「特定の重要な税務分野の詳細な研究は，タックス・リサーチとプラン
ニングのプロセスの検討（review）を通して，最もよく進められるもので
ある。何故なら，そのプロセスが，すべての税務分野に共通する，事実と
多数の租税典拠（authorities）との間における重大な相互作用（critical in-
teraction）を最もよく論証する（demonstrates）ものであるからである｡」
本書に示されたタックス・リサーチの内容には，日本におけるタックス
・リサーチのあり方を考える場合に，参考になることが多い。特に，租税
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例示５.１加入者有料サービス（Commercial Subscriptions Services）
サービス名 ウエッブ・アドレス
Bureau of National Affairs（BNA）
Commerce Clearing House（CCH）
Current Legal Resources
LEXIS-NEXIS
Research Institute of America（RIA）
Tax Analysts
Tax Library.com
West Group
http://www.bna.com
http://tax.cch.com
http://www.currentlegal.com
http://www.lexis-nexis.com
http://checkpoint.riag.org
http://www.tax.org
http://www.taxlibrary.com
http://www.westgroup.com
典拠・文献のデータ・ベース化に伴うオン・ライン・リサーチの必要性が
高まり，さらに，企業組織再編税制・連結納税等の事前の検討を必要とす
る分野の増加に伴うタックス・プランニングが重要といえよう。筆者は，
LEXIS-NEXISによるタックス・リサーチに関心を持っており，今後にそ
の検討を進めたいと考えている。
 Joseph A. Quattrochi, Federal Tax Research
AICPAの Tax Research Techniques 5th. ed. rev.が税務専門家（tax adviser）
の調査技法（research skill）の向上を目的にしたのに対し，次に示した文
献は，主として大学院における連邦税法の教育に主眼を置き，あわせて税
務実務家に対する役立ちを意図している。
Joseph A. Quattrochi, Federal Tax Research (Hacourt Brace Jovanovich, 1982)
① リーガル・リサーチの強調
本書は，連邦税を対象にしたタックス・リサーチの著書であり，リーガ
ル・リサーチ（法律文献の探し方）を強調した内容となっている。著者で
ある Pace Universityの Joseph A. Quattrochiは，序文の中で，連邦税法体
系（body of federal tax law）のなかで連邦税の問題に答えを見出すことは，
リーガル・リサーチ（legal research）のプロセスを含んでいると述べてい
る。このような立場において，本書が，内国歳入法問題に適用される，リ
ーガル・リサーチのプロセスに関する明確な説明（definitive account）の
ニーズ（必要性）を満たすために，まとめられたとしている。
本書は，著者の法律家（lawyer)，タックス・サービスの編集者，そし
て教員としての経験が反映している。本書の内容は，Pace Universityの
経営大学院における master’s in taxation（税制マスターコース）における
連邦税タックス・リサーチ（federal tax research）の講義によって進展さ
せることができたとしている。さらに，税法のマスターコース（Master
of Laws in taxation）で学んでいるロー・スクールの大学院生等の教育に
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も使用することができ，タックス・リサーチの能力を高めたいと考える会
計実務家・法律家にも役立つことを意図していると述べている（Preface
p. vii)。
② 全体の構成
全体の構成は，次のとおり，６部構成となっている（Contents pp. ix-xii)。
第１部 序章
１章 序論と全体像（Introduction and Perspective）
第２部 連邦税法の主要（第一次的）法源（Primary Sources and Nature）
及びその特質並びにその公式解釈（Official Interpretations）
２章 連邦税法（The Federal Tax Law）
３章 内国歳入法の概観（An Overview of the Internal Revenue Code）
４章 議会の意図（Congressional Intent）
５章 財務省解釈（Treasury Interpretations）
６章 司法解釈（Judicial Interpretations）
第３部 リサーチの手段（tools)，特にタックス・サービス（加除式税法
全書)，サイテーション（citation）及びコンピューター
７章 連邦税法リサーチの用具（ツール）(Federal Tax Law Research
Tools）
第４部 リサーチ・プロセスの進め方（順序 step）
８章 リサーチ・プロセス：ステップ１．明らかに適用可能なルール
と典拠を見出す（The Research Process : Step 1, Finding the Ap-
parently Applicable Rule and Authority）
９章 ステップ２及び３．検証と評定（Step 2 and 3, Verification and
Evaluation）
第５部 リサーチの結論にリサーチの成果を如何に要約するか，そして
納税者の行動に関する実践的な指針（course）についての勧告を
如何に文書化（formulate）するか
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10章 リサーチの結論（Research Conclusions）
11章 勧告（Recommendation）
第６部 同一・類似ケースについての将来の参考にするため（reference）
に，オフィス用リサーチ・メモランダ（記録，memoranda）を如
何に作成するかの説明
12章 リサーチ・メモランダ（記録，覚書）(Research Memoranda）
本書と前掲の AICPAの Tax Research Techniques 5th ed. rev.と比較する
と，両者の内容に共通する部分と，若干アプローチを異にする部分が見出
せる。AICPAの前掲書がタックス・プランニングを取り上げているのに
対し，リーガル・リサーチを強調している本書では，第11章の「勧告」に
おいて，訴訟を勧告するか否か（to litigate or not to litigate）の問題を検
討している（本書 pp. 183185)。なお，本書は，1982年発行文献であるの
で，最近の法律図書におけるタックス・リサーチの文献の検討が必要と考
えている。
 アメリカ税法文献の調査項目
アメリカ連邦法人所得税のタックス・リサーチについては，最近の動向
を反映させて，さらに詳細に検討することが必要と考えている。ここでは，
検討を要する主要項目のみを示すことにしたい。
連邦所得税（法人所得税を含む｡）に関する法令
内国歳入法（Internal Revenue Code）
レギュレション（Regulations）
ルーリング（Rulings）
連邦裁判所判決
連邦租税裁判所（U.S. Tax Court）
連邦地方裁判所（U.S. District Court）
請求裁判所（U.S. Court of Claim）
連邦控訴裁判所（U.S. Court of Appeal）
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連邦最高裁判所（U.S. Supreme Court）
連邦議会委員会報告
法令・判例出版物等
租税法令集
租税判例集
タックス・サービス（差替式連邦税法解説全書）
サイテーター・シェパーダイジング
租税雑誌
租税図書
タックス・リサーチに関する図書文献
上記の税法文献の多くは電子媒体化されており，税法文献に関するオン
・ライン・リサーチに重点を置いた調査手法を明らかにすることが重要と
考える。
４ 日本法人税法に関連するタックス・リサーチの検討事項
 法令解釈と税法文献の調べ方―タックス・リサーチの二つの要素―
本稿では，タックス・リサーチの体系的研究を始めるにあたって，その
方向性，進め方，大まかな全体像を試行的にまとめることを意図している。
日本における法人税法に関連する研究・調査には，特定の税務問題の法的
解釈の方法と，それを可能とする典拠となる法令，判例，議会資料，税制
調査会資料，税法図書・論文等の税法文献に関する体系的調べ方を明らか
にする必要がある。すなわち，法人税に関するタックス・リサーチには，
次の二つの要素が必要と考える。
① 法的解釈の理論的研究と実証的な判例研究
② 法人税法関連文献の検索と利用の手法
日本のタックス・リサーチに関する先行研究は，税法解釈を中心にした
ものが多いように感じられる。それに対し，前に紹介したアメリカのタッ
クス・リサーチは，多くの条文規定，立法資料及び膨大な判例等の存在を
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反映して，典拠となる租税法令・文献の検索・調査の手法に関するものが
中心になっているようである。
 法令解釈の三段階
一般に，法令解釈は，次の三つの段階を必要としている
(２)
。
① 事実の確定
② 法令の発見又は検認
③ 発見又は検認した法令の適用
すなわち，事実の確定，法令の発見又は検認，具体的な法令のあてはめ
という三段論法の適用を通じて完成される。法令の解釈の問題は主として
第３段階の「法令の適用」であるが，第１，第２段階も法令解釈と関連を
持つとされる
(３)
。
第２段階の「法令の発見又は検認」では，租税典拠及び租税文献に関す
る検索・調査の手法（探し方）が重要な役割を占める。検認とは「公の機
関が一定の文書その他の物を検査し，特定の法律事実又は法律関係の存否
を確認することをいう
(４)
｡」ここでは，租税法令，租税判例，裁決事例，租
税法令制定事情を記録した議会資料，税制調査会答申等の一次資料，租税
図書・論文等の二次資料および租税情報データ・ベースの体系的検討とそ
れらの検索・調査手法が中心課題となる。
５ 日本法人税法に関する法令解釈
日本法人税法に関するタックス・リサーチに必要な法令解釈の基礎につ
いて，検討することが求められる。
法人税法を中心とする租税法令の解釈には，法令解釈の方法の内容につ
いて理解することが必要である。法令解釈の方法を，以下の先行研究を参
照して，検討を行った。
林修三『法令作成の常識』(日本評論社 第２版 1975）
林修三『法令解釈の常識』(日本評論社 第２版 1975）
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林修三『法令用語の常識』(日本評論社 第３版 1975）
荒井勇『―税法条文の読み方教室―税法解釈の常識』(税務研究会出版
局 1975）
泉美之松『所得税法・法人税法・相続税法 税法条文の読み方―条文解
釈の手引き―』(東京教育情報センター 1980）
伊藤義一『税法の読み方 判例の見方』(ＴＫＣ出版 1999）
 法令解釈方法の分類
上記文献で取り上げられている法令解釈の方法を要約して分類すれば，
次のとおりである。
１ 法規的解釈
２ 学理的解釈
Ａ 文理解釈
Ｂ 論理解釈
イ 拡張解釈
ロ 縮小解釈
ハ 変更解釈
ニ 反対解釈
ホ 類推解釈
ヘ もちろん解釈
法令解釈の方法の検討には，先行研究に見られる定義とともに，具体的
な事例の説明が必要と考える。詳細な検討は今後の課題として，若干の項
目についての定義と例示を試行的に示したい。
 法令解釈の意義
法令の解釈についての定義を示せば，次のものがある。
「法令の解釈とは，法令の意味を明確にし，その内容を確定することを
いう
(５)
｡」
「法令の解釈とは，……成文法や不文法を，具体的な事件がおこった場
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合に，それがその場合にあてはまるかどうか，その意味を正しく解釈する
ことである
(６)
｡」
ここでは，租税法令に関する解釈とは，具体的な問題について，成文法
である租税法令の意味を明確にして，その内容を確定することと，理解し
たい。
 法規的解釈
法規的解釈（立法解釈，法定解釈）の意味を説明したものには，次のも
のがある。
「法規的解釈……は，ある法令の規定の意味を明らかにするため，その
法令の中の他のところに，又は別の法令の中に特別の規定を設け，こうい
う規定によって，問題の解釈を示すことである
(７)
｡」
「法令の解釈上の疑問を立法的に解決し，その解釈を法規制定の権限あ
る機関が定めるやり方
(８)
」
イ 法規的解釈の方法
法規的解釈の方法には，先行研究において次のものが示されている。
法規的解釈の方法については，今後に検討を行いたい。ここでは，試行
的に，法人税法全般と筆者が関心を持つ連結納税制度に関する事例を含む，
定義規定の説明を，示したい。
ロ 定義規定の意味
定義規定の意味については，法令の制定権者がみずから法令の形で下し
たものとされる
(12)
。
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林 修 三
(９)
荒 井 勇
(10)
泉 美 之 松
(11)
定義規定
委任命令に基づく法規的解釈
目的規定と趣旨規定
解釈規定
定義規定
みなし規定
目的規定，趣旨規定
解釈規定
確認規定
定義規定
みなし規定
目的規定，趣旨規定
解釈規定
確認規定
定義規定の例
法人税法第二条には，重要な用語についての定義が定められており，そ
の一部を示せば次のとおりである。
法人税法第二条（定義）
一 国内 この法律の施行地をいう。
二 国外 （内容省略）
…
十二の七の二 連結親法人 第四条の二（連結納税義務者）の承認を受
けた同条に規定する内国法人をいう。
…
四十八 地方税 （内容省略）
ハ 目的規定と趣旨規定
目的規定は，その法律を通じて達成しようとする目的，つまり立法目的
を掲げたものをいう。趣旨規定は，その法律が定めようとしていることが
らを要約して掲げたものをいう
(13)
。それらは，その立法目的や立法趣旨を明
らかにしたものであるから，個々の条文の解釈の基準又は指針として役立
つものである
(14)
。
目的規定の例
目的規定の例として，国税通則法第一条を示したい。(ゴシックと改行
は，筆者によって行っている｡）
国税通則法 第一条（目的）
この法律は，国税についての基本的な事項及び共通的な事項を定め，
税法の体系的な構成を整備し，
かつ，国税に関する法律関係を明確にするとともに，
税務行政の公正な運営を図り，
もって国民の納税義務の適正かつ円滑な履行に資することを目的とする。
趣旨規定の例
趣旨規定の例として，法人税法が定めようとしている事項を要約してい
る，法人税法第一条を示したい（ゴシックと改行は筆者)。
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法人税法第一条（趣旨）
この法律は，法人税について
納税義務者，
課税所得の範囲，
税額の計算方法，
申告，納税及び還付の手続き
並びにその納税義務の適正な履行を確保するために必要な事項を定める
ものとする。
 学理的解釈
学理的解釈とは，学理，すなわち，学問上の研究，努力によって，法令
の規定の意味を判断しその解釈を行うことである
(15)
。
学理的解釈は，文理解釈と論理解釈の二つに大別することができる。
イ 文理解釈
文理解釈の意味を，先行研究により示せば，次のとおりである。
「文理解釈とは，法令の文言，すなわち，文字や文章の意味に主眼を置
いて法令を解釈する態度
(16)
｣。
「文理解釈とは，法令の規定をその文字や文章の意味するところに即し
て解釈するやり方
(17)
」
ロ 論理解釈
論理解釈の意味を，先行研究により示せば，以下のとおりである。
「論理解釈とは，法令の規定の文字，文章以外の道理に主眼を置いてそ
の規定を解釈する態度である。……条理解釈，あるいは目的論的解釈とい
うこともある。条理解釈というのは，文字，文章以外の条理，すなわち，
あるべき理窟に従って解釈するという意味でいわれるものであり，目的論
的解釈というのは，法令，法規の達成しようとする目的，法令のあるべき
趣旨から結論を導き出すという意味でいわれるものである
(18)
｡」
「論理解釈とは，……文字や用語のみにとらわれることなく，ものごと
のすじみち，すなわち条理や論理的思考に基づいて解釈する方法をいいま
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す。論理解釈は，法令の制定された目的，趣旨に重きを置き，これに適合
するとともに妥当な結果となるように配慮しつつ解釈するものであるので，
目的論的解釈ともいわれ，また，条理解釈ともいわれます
(19)
｡」
要するに，論理解釈とは，条理（ものごとの筋道）や法令の制定目的・
趣旨を重視して解釈する方法を意味するといえよう。
 法令間の矛盾抵触を解決するための原理
法令間の矛盾抵触を解決するための原理には，次の四つの原理がある
(20)
。
法令の所管事項の原理（所管法令優先の原理）
法令の形式的効力の原理（上位法令優先の原理）
後法優越の原理（後法優先の原理）
特別法優先の原理
法人税法に対し，租税特別措置法は特別法にあたり，特別法優先の原理
が適用される。すなわち，法人税法に対する特別規定を設けている租税特
別措置法の特別規定が，法人税法に優先して適用されていることが，法人
税法令の適用，解釈に大きな影響を与えているといえよう。
以上の法令解釈の方法及び法令間矛盾抵触解決原理等を，今後検討する
にあたっては，その意味を明確にするとともに，判例等における事例を示
して，具体的理解を可能にすることに努めたい。
６ 租税法令上の慣用語
 主要な法令上の慣用語
税法を読み，正しく理解するためには，税法に用いられている法令慣用
語の意味を確認することが重要である。先行研究で共通して取り上げられ
ている主要な租税法令上の慣用語を示せば次のとおりである
(21)
。
「みなす｣「推定する」
「準用する｣「読み替える」
「従前の例による｣「なおその効力を有する」
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「この限りでない｣「妨げない」
「及び｣「並びに」
「かつ｣「……と……と」
「又は｣「若しくは」
「者｣「物｣「もの」
「場合｣「とき｣「時」
「当該｣「その」
「以上｣「こえる｣「以下｣「未満」
「以前｣「前｣「以後｣「後」
「係る｣「関する｣「関係する」
「基づく｣「よる｣「経る」
「正当な理由｣「やむを得ない理由」
 法人税法における法令慣用語の事例
法人税法に用いられている法令慣用語については，その意味を明らかに
するとともに，具体的事例を示すことによって理解を深めることが重要で
ある。具体的事例については，法人税全般に関するものと，連結納税に関
する条文を取り上げたい。筆者は，研究課題として，連結納税制度に関心
を持っており，タックス・リサーチの題材に連結納税を使用することによ
って，タックス・リサーチと連結納税制度の両者の研究を進めたいと考え
ている。
上記の法令慣用語のうち，｢及び｣「並びに」を取り上げ，その意味と使
用例を試行的に示したい。
「及び｣「並びに｣：併合的接続詞
イ 意味と用法
(22)
単一に用いる場合 「及び」とする
並列される語句に段階がある場合
大きな意味の併合的連結 につき 「並びに」
小さな意味の併合的連結 につき 「及び」とする
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ロ 使用例（ゴシック・改行は筆者）
（例１）法人税法第二条（定義）第15号 役員
法人の取締役，執行役，監査役，理事及び清算人
並びに
これら以外の者で法人の経営に従事している者のうち政令で定める
ものをいう。
（例２）法人税法第二十条第二項（納税地等の異動の届出）
連結親法人は，連結子法人の本店又は主たる事務所の所在地（以下
この項において「本店所在地」という｡）に異動があった場合には，
政令の定めるところにより，
当該連結法人の納税地の所轄税務署長
並びに
当該連結子法人の異動前の本店所在地の税務署長及び異動後の本店
所在地の税務署長に
その旨を届け出なければならない。
７ 条文中のカッコの読み方
法人税法等の条文には，規定の主旨を補足するため，多くのカッコ書の
文言が存在している。したがって，カッコ付の条文を正確に読み取る必要
がある。そのためには，条文の中につけられたカッコの部分は，後回しに
して，カッコのない文章部分を読めばよい。その条文の中心になる規定の
主旨（意味）を理解してから，カッコの部分を読んで補足して，条文全体
を理解する。以下にその１例を示したい（ゴシック・Ａ,Ｂ,Ｃ表示は筆者)。
例 法人税法61条の３（売買目的有価証券の評価益又は評価損の益金又は
損金算入等）
（原文）
「内国法人が事業年度終了の時において有する有価証券については，次
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の各号に掲げる有価証券の区分に応じ当該各号に定める金額をもって，そ
の時における評価額とする。
Ⅰ 売買目的有価証券（短期的な価格の変動を利用して利益を得る目的で
取得した有価証券として政令で定めるものをいう。以下この項及び次項に
おいて同じ｡―カッコＡ）
当該売買目的有価証券を時価法（事業年度の終了の時において有する有
価証券を銘柄の異なるごとに区分し，その銘柄の同じものについて，その
時における価額として政令で定めるところにより計算した金額をもって当
該有価証券のその時における評価額とする方法をいう｡―カッコＢ）によ
り評価した金額（次項において「時価評価金額」という｡―カッコＣ)」
〈読み方〉
この条文を読む場合，次のとおり，まずカッコなし部分に示された条文
の主旨を理解し，ついでカッコ部分の文言によって，その主旨を補足・限
定することが必要である。
（カッコなし条文の主旨）
内国法人が事業年度終了の時において有する有価証券については，次の
各号に掲げる有価証券の区分に応じ当該各号に定める金額をもって，その
時における評価額とする。
Ⅰ 売買目的有価証券
当該売買目的有価証券を時価法により評価した金額
（カッコによる補足・限定）
ここで売買目的有価証券とは，短期的な価格の変動を利用して利益を得
る目的で取得した有価証券として政令で定めるものをいう｡―カッコＡ
さらに時価が適用される時価法とは，事業年度の終了の時において有す
る有価証券を銘柄の異なるごとに区分し，その銘柄の同じものについて，
その時における価額として政令で定めるところにより計算した金額をもっ
て当該有価証券のその時における評価額とする方法をいう。―カッコＢ
時価法により評価した金額を「時価評価金額」という｡―カッコＣ
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８ 日本法人税法文献調査に関する検討事項
 法人税法文献の検索・調査
法人税法上の問題を解釈し，実践的に役立たせる場合，または研究論文
等に取りまとめるためには，租税文献の体系的理解が必要である。詳細な
検討は後日に行うこととして，ここでは主要な租税典拠・文献の概要を次
に示したい。
法人税に関する法令等
法令・通達
憲法
国税通則法 国税通則法施行令 国税通則法施行規則
法人税法 法人税法施行令 法人税法施行規則 法人税法基本通達
・個別通達
租税特別措置法 租税特別措置法施行令 租税特別措置法施行規則
租税特別措置法〔法人税関係〕基本通達・個別通達
減価償却資産の耐用年数等に関する省令
判例・裁決
最高裁判所民事判例集
国税不服審判所裁決事例集
立法
衆議院議事録 参議院議事録
税制調査会答申 税制調査会答申関係資料集
法人税法関係図書・雑誌
租税関係データ・ベース
LEX/DBインターネット ＴＫＣ法律情報データ・ベース
 税法データ・ベース―LEX/DBインターネット
タック・リサーチにおいて，印刷された冊子体の文献に基づく調査とと
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もに，電子媒体によるオン・ライン・リサーチが重要性を増してきている。
税法データ・ベースの代表例として，ＴＫＣ法律情報データ・ベースであ
る LEX/DBインターネットを検討する必要があると考えている。LEX/DB
に含まれている主要な税法関連データを示せば，次のとおりである。
http://www.tkclex.ne.jp/db.html
税務判例総合検索（国税不服審判所裁決を含む｡）
国税不服審判所裁決検索
税務判例要旨検索（国税不服審判所裁決を含む｡）
税務Ｑ＆Ａ検索
 インターネットによる最高裁判決，国税不服審判所裁決
最高裁判所の判決についても，最高裁判所のホームページから入手する
ことができる。特に速報的に掲載される「最近の最高裁判決」は，最近に
おける租税判決を知るうえで便利である。筆者が閲覧したものに次のもの
がある。
判例 平成16年12月24日 第二小法廷判決 平成14年（行ヒ）第147号
法人税更正処分等取消請求事件
要旨 住宅金融会社の設立母体である銀行が，同社の経営が破綻したた
め放棄した同社に対する貸付債権につき，その金額が，当時回収不
能となっており，法人税法22条３項３号にいう「当該事業年度の損
失の額」として損金に算入されるべきとされた事例 http://court-
domino.courts.go.jp
国税不服審判所裁決についても，国税不服審判所ホームページで検索が
可能である。http://www.kfs.go.jp
あ と が き
本稿では，日本とアメリカの法人税法に関する研究と実践に重要性を増
しているタックス・リサーチにつき，検討必要事項を概観したものである。
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本稿の作成作業を通じて，筆者が考えている今後の検討課題は，次のとお
りである。
タックス・リサーチには，｢税法に関する典拠・文献の検索・調査手
法」と「法令解釈の基礎」との両者が取り扱われる必要がある。
「税法文献等の検索・調査手法」の検討にあたっては，従来の図書・
雑誌等の紙媒体のみならず，急速に発展している電子媒体を用いたオ
ン・ライン・リサーチに重点を置いた調査が重要である。
法令解釈の検討にあたっては，先行研究の参照による理論研究ととも
に，法人税法関連の判例研究を通じて，具体的に考察することとした
い。
アメリカ税法に関する若干の検討は以前に行ったが，最近の動向を含
めて，より詳細な研究を進めることが重要と考えている。
タックス・リサーチの手法を深めるには，同時並行して，日米法人税
法上の重要課題の研究を進めることが有効である。特に，企業集団税
制が経済社会に大きな役割を果たしている状況下にあって，企業組織
再編税制や連結納税制度の研究を進めるとともに，これらの研究を行
うに必要なタックス・リサーチ手法を明らかにすることは，有意義で
あると考える。
以上の問題意識をもって，今後，法人税法上の重要課題（連結納税制度
等）の研究とあわせて，タックス・リサーチ手法の検討に取り組みたいと
考えている。
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